
第８表

（注）　

　１．当期特定設備投資額については、今後の資材契約交渉を行うにあたり工事費低減の支障となる恐れがあることから、非開示としている。

　２．当期内部留保相当額については、当期特定設備投資額の金額を特定できないように非開示としている。
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内部留保相当額管理表

２０２２年　４月　１日から
２０２３年　３月３１日まで

（単位　百万円）

項　　　目 金　　額 備　　　考

　最終保障供給取引損益(⑤) △ 360 

　前期内部留保相当額(①) △ 29,735 

　当期超過利潤額（又は当期欠損額）(②) 3,164 

　還元額(③) - 

　インバランス等取引損益(④) △ 2,356 

　当期特定設備投資額(⑥) 805 

　当期内部留保相当額(⑦＝①+②-③+④＋⑤-⑥) △ 30,093 還元義務額残高：－


